
平成１５年度当初予算案

緊急雇用創出基金事業主要事項説明資料

（共 通）



平成１５年度当初予算案主要事項説明

府民労働部

緊 急 雇 用 創 出 基 金 事 業 費事 業 名

予 算 額 ２，８１７，０００ 千円 新規・継続の別 新規・継続

１ 趣 旨
厳しい雇用失業情勢に対応するため、地域の特性を踏まえた臨時
応急の雇用創出につながる事業を、京都府及び市町村において、緊
急措置として実施し、雇用・就業機会の創出を図る。

２ 事業概要
緊急措置として実施する雇用・就業創出事業
【基本的考え方】
京都府の実情に即した緊急性の高い事業を前倒し実施

事 業 内 容 ①産業振興・伝統産業の支援
②安心・安全の推進
③自然環境の保全・環境美化

目 的 ④文化・教育の振興等

対 象 ３ 事業期間
平成１３年度～平成１６年度

方 法 等 （緊急雇用創出特別基金積立金 ７，５００，０００千円）

４ 実施方法
委託、直接雇用又は市町村への補助

５ 平成１５年度事業
項 目 事 業 費(千円) 実雇用目標人数(人)
府 事 業 ８１７，０００ １，４１１
市町村事業 ２，０００，０００ ２，６８９
合 計 ２，８１７，０００ ４，１００

※ 平成１３年度実績(294,244千円)、１４年度計画(3,230,700千円)及び

平成１５年度当初予算で、交付額の約８５％を前倒し執行予定

担当課・係名 直通電話番号 075-414-5094雇用対策プロジェクト 雇用促進チーム



緊急雇用創出基金事業一覧

（単位：千円、人）

事 業 名 担 当 部 局ページ
実雇用見込人数事 業 費

１ 産業振興・伝統 新規雇用開拓アドバイザー設置事業 12,000 2 府民労働部
産業の支援

２ ＮＰＯ運営アドバイザー派遣事業 5,000 4 府民労働部

３ 若年者就業支援相談員設置事業 15,000 3 府民労働部

４ 中小企業活力支援アドバイザー設置事業 25,000 20 商 工 部

５ 伝統産業「京の職人さん」雇用創出事業 100,000 270 商 工 部

６ 京都観光誘客関連雇用創出事業 8,000 35 商 工 部

７ 安心・安全の推 青少年健全育成巡視員設置事業 25,000 18 府民労働部
進

８ 介護保険利用状況等調査事業 3,000 5 保健福祉部

急傾斜地調査事業 25,000 5 土木建築部
９

府営住宅外壁調査事業 25,000 10 土木建築部

１０ 交通安全対策推進補助員設置事業 40,000 28 警 察 本 部

１１ 地域安全対策推進補助員設置事業 10,000 10 警 察 本 部

１２ 生活安全支援活動員設置事業 64,000 52 警 察 本 部

１３ 自然環境の保全 府立大学演習林保全事業(緑の公共事業) 5,000 4 総 務 部
・環境美化

１４ 産業廃棄物不適正処理防止推進事業 15,000 6 企画環境部

１５ 緑の資源環境整備事業(緑の公共事業) 18,000 20 農林水産部

１６ やすらぎの森整備事業(緑の公共事業) 70,000 108 農林水産部

１７ 病害虫等被害枯損木処理事業( ) 20,000 17 農林水産部緑の公共事業

１８ 野生鳥獣生息動態調査事業 5,000 6 農林水産部

道路環境保全事業 20,000 46 土木建築部
１９

河川美化促進事業 30,000 69 土木建築部

２０ 文化・教育の振 私立幼稚園補助教員等設置事業 23,000 100 総 務 部
興等

２１ 障害者等ＩＴ活用促進事業 15,000 14 企画環境部

２２ 古文書等電子目録作成事業 10,000 8 府民労働部

２３ ＫＹＯのあけぼの大学開催事業 3,000 4 府民労働部

２４ 共同作業所等技能向上支援事業 25,000 73 保健福祉部

２５ 養護学校高等部進路支援事業 9,300 8 教育委員会

２６ 基礎学力充実指導員配置事業 30,000 40 教育委員会

２７ 情報教育アドバイザー配置事業 50,000 31 教育委員会

２８ ボランティアコーディネーター配置事業 9,400 8 教育委員会

商工部・教育委員会２９ 京の伝統工芸品教育活用推進事業 100,000 380

３０ 出土文化財整理・台帳作成事業 2,300 7 教育委員会

３１ 市町村事業補助 市町村事業補助 2,000,000 2,689 府民労働部

2,817,000 4,100合 計



平成１５年度当初予算案主要事項説明
府民労働部

産業振興・伝統産業の支援事 業 名

新規雇用開拓アドバイザー設置事業費

予 算 額 １２，０００ 千円 継 続新規・ 継続の別

事業内容

▲

事 業 内 容 新規雇用開拓アドバイザー」の設置等「

目 的 離職を余儀なくされた中高年離職者をアドバイザー（２名）として

に設置し、新たな事業展開や起業化を進めている者等に対 象 京都商工会議所

対し、人材確保や労務管理のあり方、助成金の活用等についての助言や、方法等

関係ハローワーク等との連絡調整等を行い、新たな雇用の創出を図る。

京都商工会議所への委託

▲

実 施 方 法

雇用見込人数 実雇用 ２人

▲

担当課 係名 雇用対策プロジェクト 就業支援チーム 075-414-5095・ 直 通 電 話 番 号

共通－１



平成１５年度当初予算案主要事項説明

府民労働部

事業名 産業振興・伝統産業の支援
ＮＰＯ運営アドバイザー派遣事業費

予算額 新規・継続の別 新 規５，０００ 千円

１ 趣 旨

ＮＰＯ法人が、法人運営で日頃直面する様々な課題（会計、労務、
ＩＴ等）について、企業で長年経験を積んできた離職者を雇用して派
遣し、具体的なアドバイスを行うことで、ＮＰＯ法人の運営能力、組
織力の向上に資するとともに、新たな雇用創出を図る。

事業内容
２ 事業内容

目 的
対 象
方法等 対 象 府内のＮＰＯ法人（約６０団体に派遣）

助 言 項 目 ＮＰＯ法人が日頃運営面で抱える、会計・ＩＴ化等
の課題

実 施 方 法 特定非営利活動法人きょうとＮＰＯセンターに委託

備 考 実雇用 ４人

府民労働総務課 府民相談係 直通電話番号 ０７５-４１４-４２１０担当課・係名

共通 － ２



平成１５年度当初予算案主要事項説明

府民労働部

産業振興・伝統産業の支援
若年者就業支援相談員設置事業費事 業 名

予 算 額 １５，０００ 千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

若年者の失業や不安定就業の増大は、今後の高齢化社会を支えて
いく上でも憂慮すべき事態であることから、労使一体となって、き
め細やかな就職情報の提供や職業相談、実践的な就職支援セミナー
等を実施する拠点として 「若年者就業支援センター（仮称 」を設、 ）
置する。

事 業 内 容 ２ 事業概要

（１）情報提供
目 的 面接会・企業採用情報、福祉人材、就農、起業等の情報提供

（２）相談
対 象 府北部へのＵターン相談・登録、職業選択相談等

（３）研修
方 法 等 就職支援セミナーの開催

（ 、 ）・実践型研修 自己アピール表の書き方 模擬面接の実施等
・体験型研修（ 私のしごと館」を活用）「

３ 実施方法

委託

４ 雇用見込人数

実雇用 ３人

担当課・係名 雇用対策プロジェクト就業支援チーム 直通電話番号 075-414-5095

共通 － ３



平成１５年度 当初予算案主要事項説明

商 工 部

産業振興・伝統産業の支援
事 業 名 中小企業活力支援ア ド バ イ ザ ー設置費

予 算 額 ２５，０００千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

厳しい経済情勢の下、中小企業の活力アップ・再生のため、中小企業への

「活力支援」を強力に推進する「中小企業活力支援アドバイザー」を設置す

る。

２ 事業内容
地域の中小企業に対する創業や経営活力の向上に関するアドバイス、国・
府の支援施策へのコーディネート等を行うため府内９箇所の地域中小企業支

事 業 内 容 援センターに「中小企業活力支援アドバイザー」を配置

３ 委託先目 的

対 象 府内９箇所の商工会・商工会議所

方法等

４ 雇用見込人数

実雇用 ２０人

担当課・係名 商工振興課 組合係 課･係直通電話番号 075 4144826- -

共通－４



平成１５年度 当初予算案主要事項説明
商 工 部

産業振興・伝統産業の支援
伝統産業「京の職人さん」雇用創出事業費事 業 名

予 算 額 １００，０００千円 新規・継続の別 継 続

１ 趣 旨
平成１１年度から実施している雇用対策事業の成果を活かし、引き続き非常
に厳しい状況にある伝統産業の職人さん方の雇用を図り、貴重な技術の伝承と
観光等との連携による需要開拓を進める。

２ 事業内容

① 和装・伝統産業の貴重な技術の伝承
事 業 内 容

・各産地での歴史的技術遺産の復元による後継者への伝承
目 的 （例＝西陣能衣裳の復元、伝統織物の復元等）
対 象 ・京都府保管の伝統工芸品・美術品等の修復
方法等 ・体験・実習用のため京都府保管の歴史的財産の複製の制作

② 和装・伝統産業と観光等の連携による需要開拓

・和装振興のための貸出用きもの・帯等セット
・新用途生活用品の開発、需要開拓等による伝統工芸品ＰＲ事業

③ 生活空間を彩る伝統工芸品の活用

・高齢者等の心の健康づくりを推進するため、府内の社会福祉施設等に
手づくりの伝統工芸品を提供

３ 委託先
西陣織、京友禅・京小紋、京焼・清水焼、丹後織物等伝統産業産地組合

４ 雇用見込人数
実雇用 ２７０人

《参考》これまでの事業経過（緊急雇用特別対策事業として実施）
（単位：人、千円）

年度 事 業 内 容 実雇用者 延べ雇用者 事業費実施産地
⑪ 「京のくらし百景」制作 ３ 20 10,000479
⑫ ２１ 240 4,666 90,000
⑬ 伝統産業品のＰＲと観光活用等 ２４ 305 5,572 90,000当初
伝統産業の実演・体験 ３ 37 565 10,000補 正

⑭ 貴重な技術の伝承と観光・教育 ２０ 245 5,518 100,000見 込 見込
との連携による需要開拓

計 ２４ 847 16,800 300,000見 込 見込
※京都市と協調して同種事業を実施

担当課・係名 染織・工芸課染織係 課・係直通電話番号 0754144856- -

共通－５



平成１５年度当初予算案主要事項説明

商 工 部

産業振興・伝統産業の支援

事 業 名 京 都 観 光 誘 客 関 連 雇 用 創 出 事 業 費

予 算 額 ８，０００千円 新規・継続の別 継 続

１ 趣 旨

広く伝統伎芸への理解促進を図り、後継者の確保など、伝統文化

の保存継承に資するとともに、併せて、京都への観光誘客を促進す

るため、京都市と協調して、修学旅行生や観光客等を対象に、邦舞

・邦楽の魅力を紹介する事業を実施する。

（緊急雇用創出事業として実施）

２ 事業の内容

事 業 内 容 (1)委託先 財団法人京都伝統伎芸振興財団

(2)概 要

目 的 ① 修学旅行生に対する伝統伎芸披露事業

対 象 京都文化博物館等を活用し、修学旅行生に対し、舞妓の踊りの披

方法等 露と伝統・衣装等の説明を行う。

② ギオンコーナーでの邦楽演奏事業

通常の録音テープを使用した京舞披露に代えて、地方出演による

本格的な京舞を披露する。

③ 京都展等への芸舞妓派遣事業

京都展等に芸舞妓を派遣し、会場等で京のをどりを披露すること

により、京都を効果的にＰＲするとともに、京都への観光客の増加

に資する。

④ 京のおもてなし推進事業

京都府内で開催される国際会議等に芸舞妓を派遣し、京都の伝統

伎芸を披露することにより、地元の歓迎の意を表明し、今後のコン

ベンション振興の一助とする。

３ 雇用見込人数

実雇用 ３５人

観光・商業課 京ブランド推進係 課･係直通電話番号 075-414-4838担 当 課 ・ 係 名

共通－６



平成１５年度当初予算案主要事項説明

府 民 労 働 部

安心・安全の推進事 業 名
青少年健全育成巡視員設置費

予 算 額 新規・継続の別 継 続２５，０００ 千円

１ 趣 旨

青少年健全育成巡視員を配置することにより、青少年の問題行
動解決の一助とし、青少年の健全な育成と社会環境の浄化の推進
に寄与する。

２ 事業概要

事業主体 京 都 府

巡視員数 ９名程度

事 業 内 容 配置期間 平成１５年４月～平成１６年３月

目 的 ・繁華街やコンビニエンスストア、ゲームセンター
巡視員の

対 象 等深夜営業店舗の巡回、問題行動等の把握
職務内容

方 法 等 ・ピンクチラシ等の監視 等

実施方法 社団法人京都府青少年育成協会に委託

備 考 実雇用人数 １８人

青少年課 企画係 課・係直通電話番号 075-414-4301担当課・係名

共通 － ７



平成１５年度当初予算案主要事項説明

保健福祉部

安心・安全の推進
事 業 名 介護保険利用状況等調査事業費

継続予 算 額 ３，０００千円 新規・継続の別

１ 趣 旨

介護保険制度の実施状況も踏まえ、制度開始年度からの利用者等の意

識の変化を時系列に把握することにより、介護保険制度の定着状況、問題

点を把握し、今後の制度運営の活用に努める。

事 業 内 容

２ 事業概要

(1) 事業内容

介護保険利用者等を対象としたアンケートの実施

(2) 対象者

要介護等認定を受けた高齢者

(3) 対象人数目 的

約５，０００人対 象

方法等

３ 実施方法

民間への委託

４ 雇用見込人数

実雇用 ５人

075-414-4578担当課・係名 高 齢 化 対 策 課 介 護 保 険 管 理 係 課・係直通電話番号

８共通 －



平成１５年度当初予算案主要事項説明

土木建築部

安心・安全の推進

急傾斜地、府営住宅外壁調査事業費事 業 名

予 算 額 新規･継続の別 継 続５０，０００ 千円

１ 趣 旨

府内の急傾斜地箇所及び府営住宅において、安全性等の実態について、
調査を行う。

２ 事業概要事業内容

事 業 名 内 容区
分

急傾斜地の現地調査及び
カルテ作成目 的 ① 急傾斜地調査事業

対 象
方法等

② 府営住宅外壁調査事業 外壁の劣化状況調査

委 託３ 実施方法

実雇用 １５人４ 雇用見込人数

①：砂 防 課 事 業 係 ①：075-414-5315
担当課・係名 課・係直通電話番号

②：住 宅 課 整 備 係 ②：075-414-5363

共通 ― ９



平成１５年度当初予算案主要事項説明

警察本部

安心・安全の推進

事 業 名

交通安全対策推進補助員設置費

予 算 額 ４０，０００千円 新規・継続の別 継 続

１ 趣旨

警察支援要員として「交通安全対策推進補助員」を設置して

交通安全に関する指導や違法駐車の実態調査、広報活動等の業

務を実施する。

事業内容 ２ 事業概要

警察との連携の下で、

○ 家庭訪問による高齢者の交通安全指導

○ 街頭における保護誘導、広報・啓発活動目 的

対 象 ○ 街頭における違法駐車防止のための助言・啓発活動

方 法 ○ 違法駐車等の実態調査

、 、等の活動を計画的に推進し 高齢者の交通事故防止や違法駐車等

住民の身近な交通問題の解決を図ろうとするものである。

３ 実施方法

委託

４ 雇用見込人員

実雇用 ２８人

担当課・係名 交通企画課 企画係 警察本部 内線 - （ ）（ ） 451 9111 5021.5023

共通 ― １０



平成１５年度当初予算案主要事項説明

警察本部

安心・安全の推進

事 業 名

地域安全対策推進補助員設置費

予 算 額 １０，０００千円 新規・継続の別 継 続

１ 趣旨

警察支援要員として「地域安全対策推進補助員」を設置し

て、木屋町周辺の歓楽街のパトロールや広報啓発活動など地

域の安全を確保するための業務を実施する。

事業内容 ２ 事業概要

警察との連携の下で、

○ 公園、空きビル等のパトロール

目 的 ○ 活動区域内の危険箇所の調査等防犯環境点検活動

対 象 ○ 街頭における広報・啓発活動

方 法 等の活動を計画的に推進し、京都を代表する歓楽街木屋町周

辺の安全確保を図ろうとするものである。

３ 実施方法

委託

４ 雇用見込人員

実雇用 １０ 人

担当課・係名 地域課 企画係 警察本部 内線 - （ ）（ ） 451 9111 3516

共通 ― １１



平成１５年度当初予算案主要事項説明

警察本部

安心・安全の推進

事 業 名

生活安全支援活動員設置費

予 算 額 ６４，０００千円 新規・継続の別 継 続

１ 趣旨

警察支援要員として「生活安全支援活動員」を設置して、街頭

犯罪多発地域における被害防止の助言、指導や広報啓発活動など

地域の安全を確保するための業務を実施する。

事業内容 ２ 事業概要

警察との連携の下で、

○ 学校、駅、スーパーマーケット、金融機関等周辺における

目 的 広報啓発用ビラの配布

対 象 ○ 街頭におけるひったくり等防止のための助言・啓発活動

方 法 ○ 街頭犯罪に遭いやすい高齢者、女性、子どもに対する防犯

指導

○ 地域の危険箇所等の実態調査による危険マップの作成

等の活動を計画的に推進し、府民の防犯意識を高め街頭犯罪の未

然防止を図ろうとするものである。

３ 実施方法

委託

４ 雇用見込人員

実雇用 ５２人

担当課・係名 警察本部 内線 451-9111（3041）生 活 安 全 企 画 課 生 活 安 全 推 進 係 （ ）

共通 ― １２



平成１５年度当初予算案主要事項説明

総 務 部

自然環境の保全・環境美化
事 業 名

〈緑の公共事業〉府立大学演習林保全事業費

予 算 額 ５，０００千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

府立大学農学部附属演習林における保全・育成事業の実施により、

森林の持つ多面的機能の回復及び教育研究環境の改善を図る。

また、当該事業の実施により、雇用の促進を図る。

２ 事業内容

大野演習林（北桑田郡美山町地内）において、除伐、間伐等の事業

事 業 内 容 を実施する。

３ 実施方法

目 的 委 託

対 象

方 法 等 ４ 雇用見込人数

実雇用 ４人

担当課・係名 府立大学農学部附属演習林 直通電話番号 075-703-5681

共通 － １３



平成１５年度当初予算案主要事項説明
企画環境部

自然環境の保全・環境美化

産業廃棄物不適正処理防止推進事業費事 業 名

予 算 額 １５，０００ 千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

「京都府産業廃棄物の不適正な処理を防止する条例」の４月施行
に伴い、産業廃棄物の不法投棄等の不適正処理防止を一層図るた

め、産業廃棄物排出事業者等の状況を調査するとともに、条例や産
事 業 内 容 業廃棄物管理票（マニフェスト）制度等の普及啓発を図る。

２ 事業概要
目 的

建設業等の産業廃棄物排出事業者、産業廃棄物処理業者及び産業

対 象 廃棄物処理施設設置者を対象に、個別訪問による実態聞き取り調査
を実施するとともに、リーフレット配布等による条例等の普及啓発

方法等 を実施

３ 実施方法

（社）京都府産業廃棄物協会に委託

４ 雇用見込人数

実雇用人数 ６人

担当課・係名 循環型社会推進課産業廃棄物係 課・係直通電話番号 075-414-4714

共通 ― １４



平成１５年度当初予算案主要事項説明
農 林 水 産 部

自然環境の保全・環境美化
事 業 名

緑の資源環境整備事業費（緑の公共事業）

予 算 額 １８，０００千円 新規・継続の別 新規

１ 趣 旨

水土保全、水源かん養等の公益的機能を有する公社造林地を適

、 。正に管理するため 野生鳥獣防護柵の設置や不要木の伐採を行う

２ 事業概要

・ 野生鳥獣防護柵の設置 １，０００ｍ

・ 不要木の伐採 １０ｈａ

・ 枝落とし １９ｈａ

・ 間伐 ２０ｈａ

事業内容

３ 実施方法目 的

(社)京都府森と緑の公社、及び森林組合への委託対 象

方 法 等

４ 雇用見込人数

２０人

担当課・係名 森林保全課造林係 直通電話番号 075-414-5024

共通 － １５



平成１５年度当初予算案主要事項説明
農 林 水 産 部

自然環境の保全・環境美化
事 業 名

やすらぎの森整備事業費（緑の公共事業）

予 算 額 ７０，０００千円 新規・継続の別 新規

１ 趣 旨

公有林（府有林）を環境財と位置付け、府民のやすらぎの空間

等として公益的機能がより良好に発揮されるよう、散策道整備や

かん木等の刈り払いを実施し、併せて新たな雇用を創出する。

２ 事業概要

・ 散策道の整備

・ かん木の除去

事業内容

３ 実施方法

（社）京都府森と緑の公社への委託目 的

対 象

方 法 等

４ 雇用見込人数

１０８人

担当課・係名 森林保全課緑化推進係 直通電話番号 075-414-5026

共通 － １６



平成１５年度当初予算案主要事項説明
農 林 水 産 部

自然環境の保全・環境美化
事 業 名

病害虫等被害枯損木処理事業（緑の公共事業）

予 算 額 ２０，０００千円 新規・継続の別 継続

１ 趣 旨

重要松林における松くい虫等の被害木の伐採等を実施し、景観

保全、危被害防止に資するとともに、新たな雇用を創出する。

２ 事業概要

枯損木の伐倒処理

３ 実施方法

森林組合への委託

事業内容

３ 雇用見込人員

１７人目 的

対 象

方 法 等

担当課・係名 森林保全課緑化推進係 直通電話番号 075-414-5026

共通 － １７



平成１５年度当初予算案主要事項説明
農 林 水 産 部

自然環境の保全・環境美化
事 業 名

野生鳥獣生息動態調査事業費

予 算 額 ５，０００千円 新規・継続の別 継続

１ 目 的

ニホンザルを対象に、捕獲して発信器を装着したものを放獣し追跡

調査を行い、今後の被害対策や個体数管理等の基礎資料を得ることに

より、人と野生鳥獣との望ましい共生形態の実現を図る。

２ 事業内容

○捕獲情報調査

○生息状況調査

事業内容

３ 実施方法

目 的 民間への委託

対 象

方 法 等

４ 雇用見込人数

６人

５ 参 考

調査結果を生かして、ニホンザルの特定鳥獣保護管理計画の策定を

予定

担当課・係名 森林保全課緑化推進係 直通電話番号 075-414-5026

共通 ― １８



平成１５年度当初予算案主要事項説明

土木建築部

自然環境の保全・環境美化

道路環境保全、河川美化促進事業費事 業 名

予 算 額 新規･継続の別 継 続５０，０００ 千円

１ 趣 旨

土木建築部が所管する道路、河川などにおいて、清掃、除草などの
美化事業を実施する。

２ 事業概要事業内容

事 業 名 内 容区
目 的 分
対 象

道路側溝の清掃、路肩除草方法等 ① 道路環境保全事業

② 河川美化促進事業 河川の除草、清掃

委 託３ 実施方法

実雇用 １１５人４ 雇用見込人数

①：道路整備課 整 備 係 ①：075-414-5265
担当課・係名 課・係直通電話番号

②：河 川 課 管 理 係 ②：075-414-5284

共通 ― １９



平成１５年度当初予算案主要事項説明

総 務 部
文化・教育の振興等
私立幼稚園補助教員等設置事業費事 業 名

予 算 額 ２３，０００千円 新規・継続の別 継 続

１ 趣 旨

特色ある教育活動を展開している私立幼稚園に補助教員等を

設置し、預かり保育、満３歳児の受入及び幼稚園生活の指導等

について支援する。

事 業 内 容

２ 事業概要
目 的

補助教員等の確保 １００人（園）対 象

方 法 等

３ 実施方法

団体への委託

４ 雇用見込人数

実雇用 １００人

担当課・係名 文 教 課 庶 務 係 直通電話番号 075-414-4516

共通 － ２０



平成１５年度当初予算案主要事項説明

企画環境部

文化・教育の振興等
障害者等ＩＴ活用促進費事 業 名

予 算 額 １５，０００ 千円 新規・継続の別 継続・一部新規

１ 趣 旨

障害者と障害者を支援する家族等を対象として、パソコンの機器
操作や利用に関する相談会を実施することにより、障害者の情報バ
リアフリー化の促進を図る。
また、障害や年齢に関わらず情報を収集できるよう、高齢者や障
害者にとっても見やすいホームページ作成のガイドライン・マニュ
アルを製作する。
事業を通じて、地域の雇用・就業機会の創出を図る。

事 業 内 容
２ 事業概要

目 的 (1) 障害者や障害者を支援する家パソコンの機器操作や利用に関し、
族等を対象に相談会を開催する。

対 象 ①開催場所 府内数か所
②開催期間 平成１５年４月～平成１６年３月

方 法 等
ホームページのガイドライン・マニュアルの作成及び府・市町村(2)
のホームページを点検・修正指導を行う。

３ 実施方法

障害者団体等へ委託

４ 雇用見込人数

実雇用 １４人

担当課・係名 企画参事（ＩＴ推進担当） 課･係直通電話番号 075-414-4386

共通 － ２１



平成１５年度当初予算案主要事項説明

府民労働部

文化・教育の振興等事 業 名

古文書等電子目録作成事業

予 算 額 １０，０００ 千円 新規・継続の別 継 続

１ 目 的

歴史的・学術的・文化的価値の高い府立総合資料館所蔵資料

（古文書・行政文書・貴重書等）について、電子目録を作成する

ことにより必要な整理・保存・管理を行い、もって利用者の利便

向上を図る。

事 業 内 容

２ 業務内容

手書きの目録データのパソコン入力

種 別 数 量 主 な 資 料 名

古文書 １２，０００点 平和家文書、大森鐘一（第10
こもんじょ ひらわけもんじょ おおもりしょういち

目 的 代京都府知事）関係資料ほか

行政文書 ２，０００冊 京都府庁文書（明治期）
ぎょうせいぶんしょ きょうとふちょうぶんしょ

対 象 準貴重書 １，５００冊 折たく柴の記、養 生 訓、
お り た く し ば の き ようじょうくん

駿台雑話ほか
すんだいざつわ

方法等

３ 実施方法

民間への委託

４ 雇用予定人数（実雇用）

８人

担当課・係名 文 化 芸 術 室 企 画 係 課・係直通電話番号 075-414-4217

共通 － ２２



平成１５年度当初予算案主要事項説明

府 民 労 働 部
文化・教育の振興等事 業 名
ＫＹＯのあけぼの大学―パワーアップ講座開催費

継 続予 算 額 ３，０００ 千円 新規・継続の別

【 目 的 】

女性が社会活動への参画や経済的自立に向けた自信、動機づけを図るこ
とができるよう、ＫＹＯのあけぼの大学の一環としてパソコン講座などを
開催する。

【事業内容】

事 業 内 容 パソコン講座 ６コース
定 員 各２５名程度

目 的 社会活動へ参画を目指す女性
対 象 事業対象 自立を目指す女性
方 法 等 自立を目指すＤＶ被害者等

※女性総合センターにおいて開催

実雇用人数見込み ４人

担当課・係名 女性政策課推進係 直通電話番号 ０７５－４１４－４２９２

共 通 ― ２ ３



平成１５年度 当初予算案主要事項説明

保健福祉部

文化・教育の振興等
共同作業所等技能向上支援事業費事 業 名

２５，０００千円 継 続予 算 額 新規・継続の別

１ 趣 旨

職能技術者の再就職先が決定するまでの間、当該職能技術者を活用し、授産施設や

共同作業所に通所又は入所している障害者を対象にした技能訓練を行うことにより、

失業中の職能技術者の雇用支援を図るとともに、共同作業所等に通所・入所している

障害者の技術力向上及び授産製品の質の向上を図る。

２ 事 業 概 要

事 業 内 容

職能技術者の再就職先が決定するまでの間、当該職能技術者を

目 的 事 業 内 容 活用し、授産施設や共同作業所に通所・入所している障害者を対

対 象 象にした技能訓練を行う。

方 法 等

実 施 方 法 共同作業所等への委託

身体障害者授産施設

対 象 施 設 知的障害者授産施設

精神障害者授産施設

共同作業所等

対象技能種別 木工、縫製、染色、製陶、食品等

雇用予定期間 原則５０日以内

雇用見込人数 実 雇 用 ７３人

担当課・係名 障害者保健福祉課 社会参加係 課･係直通電話番 075-414-4603

共通 － ２４



平成15年度当初予算案主要事項説明

教 育 委 員 会

事 業 名 文化・教育の振興等

養 護 学 校 高 等 部 進 路 支 援 事 業 費

予 算 額 ９，３００ 千円 新規・継続の別 継 続

１ 趣 旨

情報化等社会の変化や経済状況などから、障害のある生徒の就労状況
は年々厳しさを増している。そのため、各養護学校の進路指導体制を強
化し、新しい職場を開拓したり、職場実習を行っている生徒に助言等の
支援を行い、希望進路の実現を図る。

２ 事業概要

事 業 内 容 事 項 説 明
時間数 １日６時間、週３日程度
配置校 養護学校高等部設置校（７校）
内 容 進路担当者が職場開拓や職場実習支援に出張する際の後

補充講師

３ 実施方法

各学校による直接雇用

４ 雇用見込人数

実雇用 ８人

担当課・係名 障害児教育課 企 画 調 整 係 直通電話番号 075-414-5835

共通 ― ２５



平成 1 5 年 度当初予算案主要事項説明

教 育 委 員 会

文化・教育の振興等

基 礎 学 力 充 実 指 導 員 配 置 事 業 費事 業 名

３０，０００千円 継 続予 算 額 新規・継続の別

１ 趣 旨

基礎基本の徹底による学力の充実・向上を図るため、家庭との連携も視野
に入れた学習指導や教育相談を実施する。

２ 事業概要

（１） 事業内容
学校の空き教室や公共施設等での学習指導・教育相談
ア それぞれの児童生徒に対応した学習教材等に基づく学習指導
イ 教育相談

事 業 内 容

（２） 配置校数 ４０校 （小学校２０校 ：中学校２０校）

３ 実施方法

直接雇用

４ 雇用見込人数

実雇用 ４０人

学 校 教 育 課 直通電話番号 075-414-5833担当課・係名 指 導 第 １ 係

共通 ― ２６



平 成 １ ５ 年 度 当 初 予 算 案 主 要 事 項 説 明

教 育 委 員 会

文化・教育の振興等

情報教育アドバイザー配置事業費事 業 名

予 算 額 ５０，０００千円 新規・継続事業の別 継 続

１ 趣 旨

平成15年度から実施の新学習指導要領に伴い必履修となる教科「情報」
に係る学習指導や、情報機器を活用した授業の展開等、教職員の情報活用
能力の向上を図るため、コンピュータ等に関する専門的な知識を有してい
る者を情報教育アドバイザーとして、高等学校及び特殊教育諸学校各学校

に派遣し、コンピュータを活用した授業を円滑に実施するために必要な教
員補助を行う。

２ 事業概要（アドバイザーの業務）

人材派遣会社と委託契約を結び、下記業務についてアドバイザーを必要
とする府立学校に派遣する。
(１) コンピュータを活用した授業等を円滑に実施するための教員補助

事 業 内 容 (２) コンピュータを活用した部活動等における教員補助
(３) コンピュータを活用した教材作成等における教員補助
(４) コンピュータ活用に関する教職員研修会等リテラシー向上への支援
(５) 校内業務における情報機器有効活用の援助

３ 実施方法
人材派遣会社への委託

４ 雇用見込人数
実雇用 ３１人

５ 派遣方法等
(１) 対 象 校 ・府立高等学校 ４８校

・府立盲・聾・養護学校 １０校
(２) 派遣方法 ・１年間 週（月～金）当たり３～８時間程度

障害児教育課 指導推進係 直通電話番号 075 414 5835- -
担当課・係名

高 校 教 育 課 指導第１係 直通電話番号 075 414 5850- -

共通 ― ２７



平成15年度当初予算案主要事項説明

教 育 委 員 会

事 業 名 文化・教育の振興等

ボランティアコーディネーター配置事業費

予 算 額 ９,４００千円 新規・継続の別 継続

１ 趣 旨

、 、完全学校週５日制の実施など 教育を取り巻く環境が変化する中
まなび教育推進プランを踏まえ、府内市町村や関係団体と連携しな
がら、豊かな心を持ち、たくましく生きる子どもたちの育成を推進
する。

２ 事業概要

事 業 内 容 体験活動・ボランティア活動の場の開拓、情報収集・提供等を行
うコーディネーターを教育局等へ配置する。

３ 実施方法

直接雇用

４ 雇用見込人数

実雇用 ８人

担当課・係名 社会教育課 振興係 直通電話番号 075-414-5883

共通 ― ２８



平成１５年度 当初予算案主要事項説明
商 工 部
教育委員会

文化・教育の振興等
京の伝統工芸品教育活用推進事業費事 業 名

予 算 額 １００，０００千円 新規・継続の別 継 続

１ 趣 旨
学校週５日制の完全実施や新学習指導要領の全面施行により、体験的な学習
活動にも力が入れられることを踏まえ、児童生徒に本物の伝統工芸品にふれる
機会を提供することで、児童生徒の職に対する理解や、文化や伝統を尊重する
心や態度の育成を図るとともに、長引く不況の影響により厳しい雇用・経済情
勢にある京の伝統産業の職人さんの仕事づくりに資する。

２ 実演・体験実習等 （教育委員会所管分 21,000千円）
(1) 公立小中学校、府立学校、社会教育施設等において、伝統工芸品制作の

事 業 内 容 体験実習や制作実演を行う。
(2) 実施場所、回数及び活用内容

目 的 実 施 場 所 活 用 内 容 実施回数
方法等 府 府 立 学 校 授業での活用、クラブ活動での活用 ５０回程度

郷土資料館等 土・日や夏休み等の体験事業
小 中 学 校 授業での活用、クラブ活動での活用 ５０回程度市町
公 民 館 等 土・日や夏休み等の体験事業村
合 計 １００回程度

(3) 雇用見込人数 実雇用 ８０人

３ 伝統工芸品の制作・提供 （商工部所管分 79,000千円）
(1) 季節や地元の風景・くらしを題材にした染織額・陶磁器・漆器等の伝統工
芸品を制作し、学校に提供する。
(2) 実施場所・内容等
実施学校 府内小・中学校のうち約２００校

※５０校程度は 「京の暮らし百景 （平成⑪⑫制作）作品を、 」
学校からの希望に応じ提供。

活 用 学校のロビーでの展示や授業・実習での活用、歴史や工程のミ
ニ講座の実施等、児童生徒が実際に作品を見たり、触れたりし
て学んでもらえるよう工夫。

備 考 平成14年度から平成16年度までの３年間で府内小 中学校約・
６００校を対象に計画的に実施。

３００人(3) 雇用見込人数 実雇用

４ 委託先
西陣織、京友禅・京小紋、京焼・清水焼、丹後織物等伝統産業産地組合

担当課・係名 染織・工芸課 染織係 課･係直通電話番号 075 414 4856- -
社 会 教 育 課 振興係 075 414 5883- -

共通 － ２９



平成１５年度当初予算案主要事項説明

教 育 委 員 会

文化・教育の振興等

出土文化財整理・台帳作成事業費事 項 名

予 算 額 ２，３００千円 継 続新規・継続事業の別

１ 趣 旨

厳しい雇用情勢に対処するため、出土文化財の整理等を行う事業を
実施する。

２ 事業概要

出土文化財を収納区分により再整理し、収納方法を工夫することに
より、収納スペースの有効利用を図る。
また、コンテナ台帳を作成し、文化財の活用を図る。

事業内容

３ 実施方法

上記事業を委託により実施する。

４ 雇用見込人数

人員 ７人実

文化財保護課 記念物係 直通電話 075-414-5903担当課・係

共通 ― ３０



平成１５年度当初予算案主要事項説明

府民労働部

市町村事業補助

市 町 村 事 業 補 助事 業 名

予 算 額 ２，０００，０００ 千円 新規・継続の別 継続

１ 趣 旨

厳しい雇用失業情勢に対応するため、地域の特性を踏まえた臨時
応急の雇用創出につながる事業を、市町村において、緊急措置とし
て実施し、雇用・就業機会の創出を図る。

２ 事業概要

市町村において緊急措置として実施する雇用・就業機会を創出す
事 業 内 容 る事業。

目 的 ３ 実施方法

対 象 市町村への補助

方 法 等
４ 雇用見込人数

実雇用 ２，６８９人

担当課・係名 直通電話番号 075-414-5094雇用対策プロジェクト 雇用促進チーム

共通 － ３１


